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1-（1） 鉄道の環境負荷の現状

1-（2） 民鉄の環境経営

環境にやさしい経営の推進1
　我が国全体の二酸化炭素排出量の中で、運輸部門は約17.9％を占めており［図A］、なかでも自家用乗用車の二
酸化炭素排出量が最も多く、運輸部門の46.2％にも達しています。
　ここで鉄道に着目してみると、国内旅客輸送量全体の約7割（人キロベース）[参照：交通機関として民鉄が担う
役割 項］を占めていますが、二酸化炭素排出量はたったの4.1％［図A］にすぎません。（※消費した電力量を二酸
化炭素の排出量に換算しています。）
　また、輸送機関別に1人を1km運ぶのに排出する二酸化炭素の比較［図B］をすると、鉄道は自家用乗用車の約7
分の1です。
　これらのデータから、鉄道が環境負荷の小さい移動手段であることがわかります。

　鉄道の環境負荷が小さいということに甘えず、各社では企業経営に環境保全の考え方を取り入れた「環境経
営」を進めることにより、環境保全に積極的に取り組んでいます。

環境マネジメントシステムの導入
　各社では環境基本方針を定め、これに基づいて環境保全活動を継続的に改善する「環境マネジメントシステ
ム」を導入しています。また、環境マネジメントシステムを実施するための国際的な標準規格である「ISO14001」
認証を取得、またはこれに準拠したマネジメントシステムを導入するなど、組織活動が環境に及ぼす影響を最小
限に食い止める活動を行っています。

環境会計の導入
　環境保全活動にどの程度のコストを負担し、環境保全効果がどの程度あがっているか、あるいは、その活動に
よってどの程度の収益や費用削減があったのかということを、可能な限り定量的に把握することにより、環境負
荷をより効果的に低減する活動に活かしています。
　なお、当協会では、環境省策定の「環境会計ガイドライン2005年度版」に準拠しつつ民鉄事業の特性に即した環
境会計の標準的な手法を2008年5月に策定しました。当協会会員各社で環境会計を導入している会社の多くは、
当ガイドラインを参照して環境報告書等を作成しております。

環境報告書等の作成・配布
　環境経営による会社の活動を、ステークホルダーの皆様方へ情報提供するために、環境報告書等を作成・配布
しています。

国内の二酸化炭素排出割合および
輸送機関別二酸化炭素排出割合
（2017年度）［図Ａ］

1人を1km運ぶのに排出する
二酸化炭素の比較（g-CO2／人キロ）
（2017年度）［図B］
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1-（3） 具体的な取り組み
　こうした「環境経営」に基づき、各社では環境保全のために様々な取り組みを行っています。主な事例は次の通
りです。

地球温暖化防止への取り組み
　2013年10月より、経団連が低炭素社会の実現に向け、産業界の取り組みとして策定した「低炭素社会実行計画」
に参加しています。民鉄業界では、運転用電力のエネルギー効率を、2020年度に2010年度比5.7％、2030年度に
2010年度比5.7%以上改善することを目標としています。この目標を達成するため、電力を一層効率的に使用でき
る回生ブレーキ付きＶＶＶＦ制御車両等の省エネルギー車両の導入を進めています。

　また、運転用電力の効率化については、このような省エネルギー車両の導入のほかにも、変電所に回生電力を
貯蔵するための蓄電池の整備を進めるとともに、駅の照明やエスカレーターなどの付帯設備用電力のエネル
ギー効率の改善のため、太陽光などの自然エネルギーを活用した発電設備、駅における蓄電池、LED照明装置・氷
蓄熱空調装置等を整備するなど、環境に配慮した施設の整備を進めています。

（2019年3月31日現在）■ �大手民鉄の省エネルギー車両の導入率

注１：原則として、車両は営業用車両のみ（鋼索線・新交通を除く。）　　注２：軽量化車両は、ステンレス製・アルミ製の車両を示す。

制御方式 保有車両数
うち軽量化車両

回生ブレーキを装備している車両
ＶＶＶＦ制御 12,121両＊ 10,920両
チョッパ制御 2,127両＊ 1,046両
抵抗制御その他 602両＊ 213両

回生ブレーキを装備していない車両 抵抗制御その他 2,365両 296両＊

全保有車両数 17,215両（A） 12,475両
省エネルギー車両数（回生ブレーキ装備又は軽量化車両） 15,146両（B）（＊の合計）

省エネルギー車両の割合 88.0％（B/A）

地域環境の負荷低減に関する取り組み
　電車の車輪を騒音の出にくいものへ交換したり、レールを継ぎ目のないロングレールに交換するなど、振動・
騒音の低減に努めているほか、枕木に木材を使用しない軌道を採用して木材の伐採を抑止するなど、地域環境の
負荷低減にも取り組んでいます。

資源の有効活用に関する取り組み
　使用済み乗車券のリサイクル、余剰となった車両の地方鉄道への譲
渡、リサイクル素材を使用した制服の採用、繰り返し利用できるＩＣ
カードの導入など資源の有効活用に努めています。

社会活動等その他の取り組み
　線路脇の斜面や駅施設に植栽する緑化活動や、社員によるクリーン
活動、里山の保全活動などの社会活動を行っています。
　また、売り上げの一部を緑の募金に寄付したり、カーボンオフセットを
導入するといった、環境をテーマにした乗車券の販売も行っています。

緑化活動

切符・磁気カードをリサイクルして制作したベンチ
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物流に関する社会的課題への取り組み
　旅客鉄道の輸送力を活用した宅配便の荷物の積載や、駅構内において宅配便の荷物を受け取る事ができる
ロッカーの設置など、物流に関する交通渋滞などの社会的課題解決へ取り組むことにより、CO2排出量の削減に
も寄与しています。

鉄道利用促進への取り組み
　各社では環境に優しい鉄道のアピールと、鉄道の利便性の向上とい
う２つの側面から鉄道利用促進に積極的に取り組んでいます。
　具体的な取り組みとして、目的地の最寄り駅までは鉄道を利用し、
駅から目的地までカーシェアリング車両を利用することで、渋滞回避
等による移動時間の可視化や効率化および観光・レジャー等のお出か
けでの利便性の向上を図るとともに、地域の環境負荷を低減する「鉄
道＆カーシェアリング」の推進や、自動車を駅周辺の駐車場に停めて
(Park)、環境にやさしい鉄道に乗り換えてもらう(Ride)ことで、自動車
利用を抑制し、渋滞緩和や環境改善を図る「パーク＆ライド」の推進、
自宅から鉄道駅へ、鉄道駅から目的地へ移動手段として利用されてい
る自転車の利便性を高めて鉄道の利用促進を図ることを目的とした、
駅周辺の駐輪場整備やレンタサイクルの運営にも取り組んでいます。
　また、環境省が旗振り役となっている、「環境に優しい鉄道の利用促進
等」を推進し、地球温暖化対策に資するあらゆる「賢い選択」を促す国民
運動「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ」について、ポスター掲載や賛同協力などにも
取り組んでいます。

東武 西武 京成 京王 小田急 東急 京急 東京メトロ 相鉄 名鉄 近鉄 南海 京阪 阪急 阪神 西鉄 合計

駅数 204 92 69 69 70 97 72 179 25 275 286 100 90 90 51 72 1,841

設置駅数 108 58 29 38 53 46 44 16 14 174 139 53 48 44 27 31 922

箇所数 220 124 53 61 137 75 68 37 25 246 216 85 122 110 53 44 1,676

■ 大手民鉄の駅前駐輪場設置状況	 （2019年3月31日現在）

駅前駐輪場


